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研究成果の概要（和文）：定期借家の導入により若年・低所得家計が最大の恩恵を受けている。
持家の譲渡損失繰越控除制度は転居を促進し、借地借家法は転居を阻害する。各地域の生活の
質の規定要因として地震発生リスクの比重が大きい。地震保険の低加入率の原因は保険料の低
い地域の加入者群が、保険料の高い地域の加入者群を同率支払保険料により補助している事に
よる。消費者の地震発生に対するリスク評価は周辺地域の大地震の発生によって変化している。 
 
 
研究成果の概要（英文）：Younger and/or lower income households derived the greatest benefit 
from the introduction of the rental housing with fixed rental terms. The implementation 
of the income tax deduction system linked to capital losses increases owners’ mobility. 
The Rental Act depresses renters’ mobility. Earthquake risk has a significant impact 
on the overall quality of life in Japanese prefectures. The uniform community rating in 
earthquake insurance policy in Japan may unintentionally cross-subsidize inhabitants in 
high risk areas at the expense of inhabitants in low risk areas. Homeowners and/or renters 
alter their subjective assessments of earthquake risks after massive earthquakes.  
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１． 研究開始当初の背景 
景気回復局面における不動産市場における
不動産価格の変動や、不動産市場の活性化を

促進する政策の効果を、都市の立地構造上の
差異を考慮して、時間軸と空間軸の両面から、
動学的観点でパネルデータを使用して検討
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し、分析結果に基づいて、政策提言を行う事
を計画した。  
 
２． 研究の目的 
(1) 持ち家・一般借家・定期借家に関する居
住形態の選択と定期借家制度導入の効果の
計測。 
(2) 持ち家の譲渡損失繰越控除制度の住替
促進効果と借地借家法の転居阻害効果の計
測。 
(3) 一般借家と定期借家の家賃の期間構造
の比較。 
(4)地震リスクに関する地震保険や家計の行
動などを、パネルデータを利用して可能とな
る動学的観点からの、計量経済学的な手法を
用いた分析を行うこと。 
 
３． 研究の方法 
(1) 2000年3月の借地借家法の見直しにより、
新たな居住形態として導入された定期借家
を含む三つの居住形態、すなわち持ち家、一
般借家、定期借家に対する家計の選択行動を
条件付きロジットモデルを用いてパネルデ
ータを用いて分析し、経済厚生の指標として
補償変分を求めることにより、この新たな借
家が市場ではどう評価されているのかを検
討する。 
(2) 持ち家からの転居に関しては、LTV(=住
宅ローン/住宅価格の比率)指標、借家からの
転居に関しては、暗黙の補助額に関する指標
を作成し、ハザードモデルを用いて、パネル
データを使用して分析する。 
(3) 定期借家は、借家人の居住期間が契約時
に決定されているため、一般借家の家賃の期
間構造と異なる。これらの2つの借家の家賃
に関する期間構造を、契約当初の制約家賃と、
敷金のデータを用いて、計量的に分析する。 
(4)①地震発生リスクにより、生活の質にど
の程度地域間格差があるかを、賃金と家賃の
ヘドニック関数を推計することによって、生
活質指数を導出して検討する。 
②地震保険市場における地域間補助と保険
加入行動の関係を、理論モデルを構築し、パ
ネルデータを使用して計量経済学的に分析
する。 
③地震発生に対する家計のリスク評価の問
題を、パネルデータの特質を生かして、計量
経済学的手法を用いて検証する。 
  
４． 研究成果 
(1) 定期借家を選択する世帯は、世帯人員数
の少ない世帯、地域住宅市場の外から転居し
てきた世帯、世帯主が独身者の世帯、近い将
来に持ち家を購入する予定のある世帯であ
る。定期借家の導入により定期借家居住世帯
にもたらされた補償変分(月額)の平均値は、
1,205円であり、彼らの家賃(月額)の約1.96%

に当っていた。そして若い世帯主・低所得の
家計は定期借家の導入により、最も多くの恩
恵を受けていることが明らかになった。 
(2) 持ち家の譲渡損失繰越控除制度は、特に
負の住宅資産価値を有する LTV（＝住宅ロ－
ン/住宅価格の比率）の大きな世帯の転居を
促進していた。また借地借家法は、暗黙の補
助額により借家からの転居の機会費用を上
昇させ、借家人の転居を阻害していたことが
示唆された。 
(3) 定期借家市場は、短期的には需要の伸び
は大きくないが、徐々に需要が増加し、供給
も増加する傾向にあることを示した。 
(4)①生活の質の規定要因として、地震発生
リスクが相対的に大きな比重を占めている
事が確認された。  
②地震保険の加入率が日本で低いのは、現行
制度では同率の保険料を支払っているため、
保険料の低い地域の加入者群が、保険料の高
い地域の加入者群を、内部補助している事が
原因ではないのかという事がわかった。 
③消費者の地震発生に対するリスク評価が、
周辺地域における大地震の発生によって変
化している事がわかった。    
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